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「地方公共団体における行政改革の推進のための

新たな指針」（平成１７年３月２９日付け総務事務次官通

知）において、民間委託の推進、定員管理の適正化、

事務事業の再編・整理等の取組を明示した「集中改

革プラン」を公表することとされ、特に定員管理に

ついては、平成１７年４月１日を基準とする平成２２年

４月１日までの５年間における定員適正化の数値目

標を「集中改革プラン」に掲げるよう要請があり、

府内市町村においては全団体が策定・公表したとこ

ろである。

目標期日まであと一年をきり、「集中改革プラン」

の中で明示した定員管理の数値目標等の実現に向け、

引き続き着実に取り組んでいくことが重要である。

本稿は、各団体が適正な定員管理を進める上での

基礎資料としていただくため、府内市町村（大阪

市・堺市を除く。以下同じ。）、一部事務組合及び広

域連合（以下「一部事務組合等」という。）に関する

「平成２１年地方公共団体定員管理調査」結果の概要を

まとめたものである。

平成２１年４月１日現在における府内市町村及び一

部事務組合等の総職員数は４５,４１６人となっており、

対前年比で２,２９２人（４.８０％）減少している。

これを団体区分別に見ると、市が４１,５２０人（対前

年比１,２５３人、２.９３％の減）、町村が１,８４７人（同６１

人、３.２０％の減）、一部事務組合等が２,０４９人（同

９７８人、３２.３１％の減）となっている。

次に、これを行政部門別に見ると、一般行政部門

が２３,８９７人（対前年比８０４人、３.３％の減）、特別行

政部門が１１,３０１人（同１,２１１人、９.７％の減）、公営

企業等会計部門が１０,２１８人（同２７７人、２.６％の減）

となっている。

総職員数は、平成１１年以降の１０年間において１２,５８９

人（対平成１１年比２１.７０％）減少し、平成８年の

５９,１４４人をピークに、１３年連続で減少している。

大部門別職員数の状況を見ると、前年より増加し

ている部門は、交通（対前年比１６人、８.６％の増）及

部門別職員数の状況（表－３、表－４）

総職員数の状況
（表－１、表－２、表－３）

はじめに

「平成２１年地方公共団体定員管理調査」
結果の概要について

大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４４－６０９６）

表－１　団体区分別職員数

表－２　総職員数の推移（平成１１年～平成２１年）
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びその他公営企業等会計（同４人、０.３％の増）と

なっている。

また、減少している部門については、消防（対前

年比９３２人、１５.２％の減）、民生（同２９８人、３.５％

の減）、教育（同２７９人、４.４％の減）及び衛生（同

２２４人、４.７％の減）等となっている。

次に、小部門別職員数の状況を見ると、前年より

増加している部門は、総務企画その他が７５人（対前

年比１７７５.０％）と最も多く、以下市町村保健センタ

ー等施設２０人（同３.８％）、交通１６人（同８.６％）等

となっている。

また、減少している部門では、消防が９３２人（対

前年比１５.２％）の減と最も多く、以下保育所１９０人

（同４.１％）、病院１３１人（同２.３％）等となっている。

職種別職員数の増減数で見ると、各種社会福祉司

等が増加しており、消防吏員、その他の一般事務職

等が減少している。

一般行政職に属する職員の職務上の地位別職員数

の状況を見ると、局長級・部長級（相当職を含む。

以下同じ。）６７８人（対前年比３６人、５.０％の減）、部

次長級８７６人（同２３人、２.６％の減）、課長級２,１６４人

（同６８人、３.０％の減）、課長補佐級２,７２５人（同１１１

人、３.９％の減）、係長級５,１６７人（同２７人、０.５％の

増）となっている。

その結果、係長級以上の役職者数は、１１,６１０人

職務上の地位別職員数（表－６）

職種別職員数の状況（表－５）

表－３　大部門別職員数

表－４　小部門別職員数の増減状況

表－５　職種別職員数
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（対前年比２１１人、１.８％の減）で、一般行政職の全

職員に占める割合は６１.７％となっている。

集中改革プランにおける平成２２年４月１日時点の

数値目標は、府内市町村合計で４３,２０５人であり、平

成１７年４月１日時点の４７,９１８人と比べ４,７１３人の減

少、率にして９.８％の減となっている。

４年を経過した平成２１年４月１日時点の総職員数

は４３,３６７人で、数値目標に対する進捗率は９６.６％で

あり、各団体の進捗率にばらつきが見受けられるが、

順調に推移しているといえる。

（注）集中改革プランについては、各市町村が平成

２２年４月１日時点での達成目標を策定してい

るものであり、一部事務組合及び広域連合に

ついては含まれない。

以上、「平成２１年地方公共団体定員管理調査」の結

果を概観してきたが、これまで述べたように、各団

体において適正な定員管理に取り組んだ結果、総職

員数については、平成２１年まで１３年連続で減少して

いる。近年特に注目されているものは、技能労務職

の職員数であり、採用抑制等により過去５年で３８.３％

削減と総職員の１３.６％を大幅に上回る削減率となっ

ている。

今後とも、厳しい財政状況の中、住民の理解や信

頼を得ながら、民間でできることは民間に委ね、真

に行政として対応しなければならない施策・課題等

に重点化した簡素で効率的な行政を実現するため、

各地方公共団体には計画的かつ中長期的な視点で適

正な定員管理に取り組むことを期待するものである。

おわりに

集中改革プランの数値目標と
進捗状況（別表６）
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表－６　職務上の地位別職員数＜一般行政職＞
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別表１　平成１６年～平成２１年部門別職員数〔府内市町村（旧美原町除く）・一部事務組合等分〕
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別表１－２　平成１６年～平成２１年部門別職員数構成比の推移
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別表１－３　平成１６年～平成２１年部門別職員数対前年増減率の推移
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別表２　平成２１年４月１日現在職員数及び対前年増減員数
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別表３　職務上の地位別職員数（平成２１年４月１日現在）
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別表４　住民基本台帳人口千人当たりの職員数（平成１７年～２１年）
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別表５　一般行政職における女性職員の割合
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別表６　集中改革プラン（平成１７年～２２年）における定員管理の数値目標の進捗状況（Ｈ２１.４.１時点）
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別表７　Ｈ１６～Ｈ２１における技能労務職員数の比較
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